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書　　評
一圓光彌・林宏昭編『社会保障制度改革を考える：
財政および生活保護、医療、介護の観点から』
（中央経済社、2014年7月刊）
斉　藤　弥　生　
１．はじめに
　2014 年 11 月 21 日に衆議院は解散し、安倍首相は記者会見で「アベノミクス解散。私た
ちの経済政策が間違っているのか正しいのか、他に選択肢はあるのか。国民にうかがいたい」
と解散総選挙の大義を語った。第 47 回総選挙（2014 年 12 月 14 日）の結果は、自民党が単
独で絶対安定多数を超える 291 議席（61.3%）を獲得し、公明党の 35 議席を合わせて、与
党が議席数の 68.6% を占めるという結果となった。投票率は戦後最低だった前回 2012 年の
59.3%をさらに大きく下回る52.7%であった。勝利を手にした安倍首相は年頭記者会見（2015
年 1 月 5 日）で「私たちが蒔いたアベノミクスの種はこの 2年間で大きな木に成長し、実り
の季節を迎えようとしている…」と述べた。アベノミクスという名の経済政策だけで、すべ
ての人々が潤うかのようなイメージが先行している状況に不安を覚える。社会保障財源とし
て期待される消費税 10%への再増税が延期されたにも関わらず、社会保障の諸課題はほと
んど選挙の争点にならなかった。
　社会保障制度の行方はどうなるのか。2015 年 4 月には介護保険制度も大きく変わり、要
支援者、つまり軽度者への介護保険給付は自治体による地域支援事業として再編される。介
護保険施設も入所の対象は要介護 3以上となる。2014 年 6 月に議員立法で「介護・障害福
祉従事者処遇改善法」が成立し、2015 年 4 月から介護や障害福祉の職員の賃金引き上げを
決めたものの介護報酬は引き下げられる。さらにその後、診療報酬の引き下げも待っている
のか。年金の引き下げはすでに始まっている。
　日本の社会保障制度が一つの転機を迎えようとする今、本書は各制度の成り立ち、その動
向、各制度が抱える課題を、著者それぞれの専門的視点から、わかりやすく整理しており、
これからの社会保障のあり方を考える上での基本書となる。本書は主に財政学を専門とする
研究者により執筆されており、社会福祉学、政治学を専門とする筆者の理解が不十分な点は
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お許し願いたい。本稿では 2 節で本書の構成と概要を紹介し、3 節では一圓光彌著「ベヴァ
リッジ報告再考」（本書 8 章）を取り上げて論じることとする。
　
２．本書の構成と概要
　本書は 2010 ～ 2013 年度に行われた関西大学経済・政治研究所の「財政・社会保障制度研
究班」による研究成果をまとめたものであり、各章は主に関西大学にゆかりのある研究者に
より執筆されている。編者の林宏昭は「高齢化の進展によって生じる社会保障に対する需要
の高まりを財源の確保のみで解決しようとするならば、税や社会保険料のいっそうの引き上
げが求められることになるのは自明のことであり、財源論とともに社会保障の仕組みそのも
のの見直しも検討しなければならない。その際、給付の効率化が求められることは言うまで
もないが、同時に、“守るべき一線”も明確にしておかなければならない」（Ⅱ－Ⅲ頁）とし
て、本書の立ち位置と刊行の意義をまとめている。
　本書は全 8 章で構成されており、財政論、生活保護、医療、介護の制度分析と展望が論じ
られている。各章では、それぞれの制度の中核となる考え方、日本における当該制度の歴史
と成り立ちおよび特徴がまとめられ、さらに制度の運営状況が統計で示されている。また当
該制度の課題も明示されているので、社会保障を初めて学ぶ人たちにも制度の全体像を掴み
やすく、「さらに研究を深めたい」という動機につながる構成となっている。
　第 1 章は編者の林宏昭による「財政と社会保障」で、財政制度の視点から日本の社会保障
を論じている。現在の社会保障制度の枠組みはその多くが 1960 年代から 1970 年代に設計さ
れたものであり、保険料の負担者数が拡大していった時期である。現在の日本が直面する少
子高齢社会の人口構造は当時と大きく異なるため、これまでの枠組みでは給付の継続は困難
であり、「直接的な現金給付に依存せず、地域や自治体にできる福祉政策の確立が不可欠」（20
頁）という議論を展開する。しかし大きな壁となっているのが日本の地方財政制度であり、
「分権的な福祉政策は（地域の）財政力に依存している」（19 頁）。これからの社会保障を考
える上で、地方団体の役割が重要であり、地方の行財政改革の中でも社会保障が重要テーマ
となることを指摘している。第 2 章は石井吉春による「生活保護と地方財政」で主に保護率
の地域間格差と地方財政に焦点をあてて論じている。石井は 1267 市町村を対象に市町村別
被保護者数を用いて、人口 100 人当たり被保護者数を被説明変数とし、高齢単身者比率、人
口 100 人当たり離婚件数、同完全失業者数を説明変数として重回帰分析を行った。その結果、
市町村別にみた保護率の地域間格差について、高齢単身者比率、離婚件数、完全失業者数が
一定の影響を与えていることを明らかにした（43 頁）。また生活保護費は国の責任領域であ
るとしながらも、医療が必要で被保護者になりやすい層が都市に集中し、大都市ではその対
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応に自主財源を使っていることを統計分析に基づき指摘している（44 頁）。
　第 3章は前川聡子による「公費による財政支援と医療需要」で、医療に焦点を当てて公費
による財政支援の影響を分析している（パネル分析）。結果として、公費投入が医療需要を
増加させる方向に動くこと、その影響の大きさは所得増加による医療需要の増加よりも大き
いこと（47 頁）が明らかとなった。分析結果をふまえ、前川は社会保障給付の本格的な効
率化に着手する必要性、また受益と直接対応しない財源にはできる限り依存しない仕組みの
必要性を指摘している。第 4章は田畑雄紀による「日本の医療保障制度のあり方」で、イギ
リスの医療保障制度（NHS）の近年の改革をふまえ、日本の医療制度のあり方、特に診療
報酬制度、外来医療の提供体制を中心とした制度改革の必要性を論じている。
　第 5章は岩崎利彦による「医療保障の再検討」で、この章は他章とは異なる視点を提供し
ている。時代とともに医療の守備範囲が拡大してきた、というイリッチの指摘をふまえ、そ
もそも医療保障は医療のどこまでをカバーすべきなのか、という大きな問いを投げかけてい
る。医療は健康の決定要因の１つにすぎず、医療保障を社会の資源配分の観点から捉えなお
す必要がある（102 頁）と著者は主張する。また「所得に応じて公平に医療サービスの財政
負担を分担する制度でなければならない」（103 頁）とし、「病気になったときに誰もが医療
サービスに公平に、金銭の心配なくアクセスができること」（103 頁）の重要性を説く。著
者が提案する数々の制度改革（103 頁）の実現はなかなか難しいと思われるが、制度の持続
可能性と、制度の効率化の議論に偏りがちな社会保障制度改革の議論に、財政的公平性とい
う重要かつ見落としがちな視点を提供している。
　第 6章は佐藤雅代による「医療提供体制の整備」で、特に地域医療に焦点を当てて医療提
供体制のあり方を論じている。戦後から今日に至るまでの日本における医療提供体制の変遷
が整理され、病床、医師数の確保等、医療資源の確保がどのように行われていったかをわ
かりやすく整理している。また著者は日本の医療提供体制を「過剰で過少」（120 頁）とし、
機能強化の必要性と地域間格差の視点からみた現状と課題を論じている。第 7章は芝田文男
による「介護保険」で、介護保険制度の現状について政府の資料を中心に整理している。さ
らに関西の市町村を対象に実施した地域包括ケアについてのアンケート調査の結果分析を行
い、介護保険制度の今後の課題をまとめている。第 8章は編者の一圓光彌による「ベヴァリ
ッジ報告再考」であるが、次節で少し詳しくみていくこととする。
３．「ベヴァリッジ報告再考」
（１）なぜ今、ベヴァリッジ報告なのか
　社会保障制度改革国民会議が「1970 年代モデル」から「21 世紀（2025 年）日本モデル」
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への転換の必要性を説いているときに、一圓による「ベヴァリッジ報告再考」は、あえて第
二次世界大戦直後の議論、つまり戦後社会保障の創設期の議論に立ちかえることを提案する。
一圓によれば、ベヴァリッジ報告で検討されていた議論は、今日の日本の社会保障にそのま
ま当てはめて考えることができる。「賃金の低い人びとに社会保険を適用するにはどうした
らよいか。社会保障の給付で最低生活を保障するとはどうすることか。地域差の大きい住居
の費用を社会保障の給付にどう位置づけるべきか。誰もが安心して子どもを育てられるよう
にするにはどうすべきか」（一圓 2014b: 2）という社会保障の根本的な問いにベヴァリッジ
報告は答えようとしており、そこから得られる示唆は多い。
　ベヴァリッジといえば、多くの人は、義務教育もしくは高校の社会系科目で「ゆりかごか
ら墓場まで」の社会保障を提唱した人物として学ぶ。社会福祉学の分野でも、戦後のイギリ
ス福祉国家は日本が目指してきたモデルの国の一つであり、重要な研究対象であり多くの論
文も執筆されている。しかし、ベヴァリッジ報告が戦後社会保障の基盤となったことが語ら
れてもベヴァリッジ報告の功罪、特に「罪」の部分について論じた研究は日本国内では目に
しない。一圓の大学院時代の恩師、故近藤文二関西学院大学名誉教授は議論の中で、「ベヴ
ァリッジは大したことがないと思っている」と語ったという。恩師が本当に大したことはな
いと思っているはずはなく、この恩師の言葉から一圓は、ベヴァリッジ報告を冷静に客観的
に評価しなさい、と教えられた思いがした（一圓 2014a: 51）と述べている。一圓はベヴァ
リッジをカリスマ扱いせず、むしろベヴァリッジの失策、あるいは理想通りに実現しなかっ
た点を取り上げ、分析している。「ベヴァリッジ報告再考」のおもしろさはそこにある。
（２）当時の社会保障計画の狙い
　一圓はベヴァリッジ報告の次の部分を引用する。「戦争をしている国が掲げる戦後再建の
政策提言は、勝利を得た後に、その国が勝利を何に役立たせるつもりであるかを明らかにす
ることである。…われわれの提案は、平和時と戦時とを通じて政府の目的が支配者や民族の
栄光ではなく、普通一般の人々の幸福であるという信念を形にしたものである」（161 頁）。
イギリス政府は第二次世界大戦後に帰国した兵士が大量に失業し、救貧法の扶助を受けると
いう事態を避けたかった。ベヴァリッジはラジオ放送を通じて、戦争に勝利した暁には誰も
が幸せになれる社会が計画されていることを説いて、兵士たちの戦意を鼓舞したという（一
圓 2014b: 2）。また第二次世界大戦では兵士だけではなく多くの国民も犠牲となっていた。
その意味からも戦後の社会保障は全国民を対象にする必要があった（162 頁）のである。
　このようにイギリス政府は国民に対して戦争の目的を明らかにする必要があり、ベヴァリ
ッジには実現困難な理想的な案でもすぐに実現するかのように提案せざるをえない事情があ
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った。ベヴァリッジ報告に示された社会保障計画はあまりに無理をしたために、普遍主義の
輪を少しずつ広げていく手法がとれず、イギリス社会保障の課題を深刻にしてしまった、と
一圓は分析している。当時の労働党は国民からの人気を博したベヴァリッジの制度をつくろ
い、ナショナルミニマムを実現したかのようにふるまった。このような無理な出発が低水準
の給付を生み、結果として選別的な公的扶助に大きく依存する所得保障制度を定着させてし
まったのである。
（３）救貧事業か社会保険か
　「救貧法による扶助はイギリス国民にとって耐えがたいもの」（161 頁）だったとされるが、
これは戦前のスウェーデンの論争にも登場する。20 世紀初頭の救貧事業がその対象者をい
かに非人間的な扱いをしていたかは記録にも残されているが、強制収容、強制労働、人身売
買などが合法的に行われていた。「老齢年金制度を導入することで救貧事業をなくすことが
できる」という普遍主義を目指すグループの主張は説得力を持った。また救貧事業で財政に
苦しむ自治体も賛同した。スウェーデンではドイツで社会保険制度が導入された影響を受け、
1913 年に国民老齢年金制度を導入した。この制度は労働者階級だけでなく、すべての国民
を対象としたという点では世界で初めての試みといわれている。包括的な制度となった最も
大きな要因は、スウェーデンにおける工業化は他のヨーロッパ諸国に比べて遅く、労働者だ
けの社会保障制度を築くことへの合意は当時のスウェーデン社会では得られなかったことに
ある。
　1989 年に設立されたスウェーデン社会民主党は、ロシア革命をはじめ、各国で活発化す
る労働運動に対し、暴力による革命ではなく穏健路線を選択し、農民層をも巻き込んだ包括
的な制度を築いていく。しかし一圓がイギリスの例で指摘するように、スウェーデンでもそ
の給付水準は低く、1923 年調査では救貧事業受給者が老齢年金が導入される前よりも 6 万
5000 人も増えていた（Edebalk 1991: 29）という。結局、貧困の問題は解決せず、福祉エリ
ートは救貧事業の改善を求め、普遍主義を目指すグループは救貧事業の存在を批判するとい
う論争は戦後の福祉国家建設に至るまで続いた。たとえば福祉エリートは質の高い公立老人
ホームを目指す一方、普遍主義を目指すグループは自分の年金で入居費用を払うことができ
る年金者住宅を目指すことになる（斉藤 2014）。つまり後者のグループは人間らしい生活を
保障する救貧事業などはあり得ないと考えたのである。
（４）ベヴァリッジがつくってしまったイギリス社会保障の課題
　　一圓は、社会保障計画の前提として、ベヴァリッジが強い自立した市民像を描いていた
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ことの功罪を繰り返し述べている。定額制社会保険（誰もが同一の給付に対して同額の保険
料を払う）も、その背景には自立した市民が同等の立場で連帯するという考えがある。しか
しこのことが自立困難な状態にある市民の存在を見失う要因になった（172 頁）。そしてこ
の定額制社会保険は後に所得比例の要素が加わったが十分な額を維持できず、多くの国民は
公的扶助に頼らなければならない状況をつくりだした。低所得者層を支援するための所得調
査付きの現金給付制度が税財源で整備されるようになり、イギリスは他のヨーロッパ諸国と
異なる社会保障の展開となったことを指摘している（172 頁）。
　またベヴァリッジの児童手当の考え方は興味深い。ベヴァリッジ報告では児童手当が社会
保障の前提として提案されており（173 頁）、その額は当時の製造業肉体労働者の平均賃金
の 10％に相当する金額で、ベヴァリッジは子どもの養育費に見合う金額を想定していた（174
頁）。この金額は先の日本の民主党の政権公約であった子ども手当月額 2 万 6000 円に比べて
もかなり高い額であるが、ベヴァリッジが考える児童手当は失業給付を考えての構想であっ
た（174 頁）。仮に失業したとしても、子どもの養育費が児童手当で確保されていれば、1 人
分の生活を支える分の給付で足りる。ベヴァリッジは当初全児童対象の児童手当を考えてい
たが、財政的に断念せざるをえず、親が働いている場合は第 2 子以降、また給付額も低いも
のとなった。もし児童の養育費に相当する額の児童手当を全児童に支払うことができ、男女
共働きを前提とすれば、成人の賃金は 1 人分の生活費が維持できればよいので低賃金問題は
大きく解決されただろうと一圓は分析する（174 頁）。
　さらに一圓はベヴァリッジが被保険者の区分で主婦
4 4
という立場を独立させたことが男女
役割分業を前提とする家族観を固定化させ、働く女性の社会保障を差別する結果につなが
ったとしている。「社会保険の対象としてベヴァリッジが捉えていた市民は、自立した、稼
ぐことができる市民で、十分に稼ぐことができない者の給付をどう確保するかは十分に対策
が講じられておらず、その中の専業主婦だけに特別の対策を考えたことが、かえって不平等
を生じさせた」（177 頁）と述べている。G. エスピン－アンデルセンも同様の議論をしてお
り、戦後の福祉国家の機能が所得移転に偏っていて家族のケア負担（育児や介護等）の軽減
に貢献してこなかったとし、その背景にはベヴァリッジをはじめとする戦後福祉国家の建設
者たちが主婦である母親の存在を前提に福祉国家を構想していた点を指摘している（Esping-
Andersen 1999: 54-55）。
　一圓は「自立した強い市民を前提にして保険原理に則った定額制の社会保険に固執したこ
とから、これをもとに社会保障を発展させたイギリスは、資力調査や所得調査に大きく依存
する社会保障制度をもつことになってしまった」（177 頁）とベヴァリッジ報告の内容を総
括するが、このことは現在の日本の社会保障制度改革の流れに警鐘を鳴らしているともいえ
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一圓光彌・林宏昭編『社会保障制度改革を考える：財政および生活保護、医療、介護の観点から』（斉藤）
る。節約し効率化したにもかかわらず、結果的に高くて非効率というような事態があっては
ならない。日本には、介護のしくみづくりの遅れを医療が肩がわりするという非効率な対応
をとってきた経験もある。これからの社会保障制度を考える視点として、多様な状況にある
人々の存在を前提とした制度設計が必要となる。これは容易なことではないが急務である。
４．おわりに
　地域包括ケアシステムは 2005 年介護保険改正で新たに登場した概念で、「高齢者の尊厳の
保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう
な包括的な支援・サービス提供体制」を指す。地域包括支援センターはその拠点機能を目指
して設置された。地域包括ケアシステムに関する報告書の中でも、「自助」「互助」「共助」「公
助」のあり方が議論されており、近年では特に、自分で自分に起こりうるリスクに備える「自
助」、自発的な支え合いの「互助」の考え方が強調されるようになった。
　多くの国々で社会保障の財源問題が深刻となり、筆者が専門とする介護の分野でも今後の
介護の担い手や介護費用の負担をどうするかが課題となっている。家族に担ってもらおうと
する動き「再家族化」（re-familiarization）、さらなる「市場化」（marketization）、それと連
動してサービス購入を促す「私費購入化」（privatization）の動きがみられる。人生に起こ
りうるリスクに対し、個人で私的に備える社会になれば、社会保障のあり方をめぐる議論へ
の国民の関心は薄れてしまう。社会保障改革の最大の脅威は国民の無関心である。
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